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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の電極と第２の電極との間に、複数の発光層が積層され、
　前記第１の電極は反射性を有し、
　前記複数の発光層のそれぞれと前記第１の電極との光学的距離は、前記複数の発光層の
それぞれの間に設けられた有機化合物とモリブデン酸化物とが混在した層の膜厚、および
前記第１の電極に接する酸化珪素を含むインジウム酸化錫の膜厚により、前記複数の発光
層からの発光の取り出し効率が高くなるように決定されたことを特徴とする発光装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記有機化合物とモリブデン酸化物とが混在した層の有機化合物は、前記発光層へホー
ルを注入する機能を有することを特徴とする発光装置。
【請求項３】
　第１の電極と第２の電極との間に、複数の発光層が積層され、
　前記第１の電極は反射性を有し、
　前記複数の発光層のそれぞれと前記第１の電極との光学的距離は、前記複数の発光層の
それぞれの間に設けられた正孔輸送性物質とモリブデン酸化物とが混在した層の膜厚、お
よび前記第１の電極に接する酸化珪素を含むインジウム酸化錫の膜厚により、前記複数の
発光層からの発光の取り出し効率が高くなるように決定されたことを特徴とする発光装置
。
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【請求項４】
　第１の電極と第２の電極との間に、複数の発光層が積層され、
　前記第１の電極は反射性を有し、
　前記複数の発光層のそれぞれと前記第１の電極との光学的距離は、前記複数の発光層の
それぞれの間に設けられたα－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在した層の膜厚、および
前記第１の電極に接する酸化珪素を含むインジウム酸化錫の膜厚により、前記複数の発光
層からの発光の取り出し効率が高くなるように決定されたことを特徴とする発光装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか一において、
　前記複数の発光層からの発光色はそれぞれ異なることを特徴とする発光装置。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれか一において、
　前記複数の発光層は、赤色、青色、及び緑色を呈することを特徴とする発光装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、表示手段、光源などとして利用できる発光装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
発光素子を有する表示装置（以下、発光装置と呼ぶ）は、液晶素子を有する表示装置、つ
まり液晶表示装置と比較して、広視野角、高応答特性、低消費電力であり、盛んに開発が
行われている。
【０００３】
発光素子は、一対の電極間に有機材料や無機材料を有しており、これらに電流を与え、発
光材料を励起させることにより、所定の発光色を得ることができる。このような発光素子
の発光輝度を高めるためには、多くの電流を供給する、つまり電極に高い電圧を印加する
ことが考えられるが、低消費電力化のメリットを損なうことになってしまう。また多くの
電流を流すことにより、発光素子の劣化を早めてしまうことにもなる。
【０００４】
そこで、複数の発光素子を積層し、単層の場合と同じ電流密度の電流を流すことによって
、発光輝度が高くなるといった発光素子が提案されている（特許文献１参照）。これを利
用すれば、積層構造を有する発光素子では、単層の場合の半分以下の電流密度としても、
所定の輝度を得ることができる。例えばｎ倍の輝度を所望電流密度において得たい場合は
、電極間に存在する同一の構成の発光ユニットをｎ個とすれば、電流密度を上昇させるこ
となくｎ倍の輝度を実現できるとされている。このとき、駆動電圧もｎ倍、もしくはそれ
以上になってしまうが、ｎ倍の輝度が寿命を犠牲にせずに実現できることの利点は大きい
、と記載されている。
【特許文献１】特開２００３－２７２８６０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
上記特許文献１では、発光位置が分離して複数存在しているため、各発光位置から反射電
極までの光学膜厚がすべて１／４波長の約奇数倍に設定することが開示されている。特許
文献１の実施例５には、青色発光ユニットと、赤色発光ユニットを備えた発光素子におい
て、青色発光位置から反射電極までの光学的距離を、意図的に発光ユニットのα－ＮＰＤ
から構成されるホール輸送層の膜厚によって制御することが開示されている。
【０００６】
α－ＮＰＤといったホール輸送層は、ホール注入層と比べると、その性質はより発光層に
近く導電性が低いため、これを厚くすると駆動電圧が上昇してしまうので膜厚を厚くする
構成は好ましくない。
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【０００７】
また干渉により取り出し効率が悪くならない距離は発光波長によって異なるため、複数の
発光層を積層した発光素子では、α－ＮＰＤの膜厚を各発光層で異ならせる必要がある。
そのため、青色発光ユニットのα－ＮＰＤの膜厚を異ならせただけでは、発光素子全体の
発光効率を高めることにはならない。また特許文献１において、赤色発光ユニットのα－
ＮＰＤの膜厚を異ならせると、発光素子全体の膜厚が大きくなり、駆動電圧が上昇してし
まう。駆動電圧が上昇することにより、発光装置の消費電力が増加するということが問題
となっていた。
【０００８】
また発光色毎に発光効率が異なっている。発光装置の発光全体として輝度のバランスをと
るためには、発光効率が悪い発光素子は過大な電流を流さなければならず、そのために発
光素子の劣化が加速するという不具合があった。
【０００９】
そこで本発明は、発光装置の消費電力を低減することを課題とする。また、発光装置にお
ける画素の輝度変化に係る劣化を低減することを課題とする。また、発光層が積層された
発光素子において、各発光層からの発光色がきれいに表示された優れた映像を表示でき、
低消費電力化された発光装置、及びその作製方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
上記課題に鑑み本発明は、電極間に積層されて形成された発光層を含む発光素子において
、各発光層と電極との光学的距離（以下、単に距離と呼ぶ）を制御することを特徴とする
。具体的には、反射電極と各発光層との各距離を、それらの間に設けられた層の膜厚によ
りそれぞれ決定させ、発光取り出し効率を高めることを特徴とする。
【００１１】
さらに本発明は、発光層が積層された発光素子と、発光層が単層である発光素子とを一体
形成した画素部を形成することを特徴とする。例えば、発光輝度が低いと懸念される発光
素子においては、発光層を積層して形成し、その他の発光素子は単層の発光層で形成する
。
【００１２】
本発明の具体的な形態は、対向する第１の電極及び第２の電極間に、複数の発光層を積層
し、複数の発光層と、第１の電極とのそれぞれの光学的距離は、発光層と第１の電極間に
設けられた層の膜厚により、発光取り出し効率が高くなるように１／４波長の奇数倍とさ
れたことを特徴とする発光装置である。蒸着精度を考慮し、奇数倍から±１０％程度の差
異は奇数倍に含まれるものとする。発光層と第１の電極間に設けられた層の膜厚とは、複
数の発光層を積層した積層型発光素子において、複数の発光層のそれぞれの間に設けられ
た層の膜厚、および前記第１の電極に最も近い発光層と前記第１の電極との間に設けられ
た層の膜厚である。
【００１３】
本発明の別の形態は、対向する第１の電極及び第２の電極間に、複数の発光層を積層し、
複数の発光層からの発光色はそれぞれ異なり、複数の発光層と、第１の電極とのそれぞれ
の距離は、発光層と前記第１の電極間に設けられ、且つ複数の発光層それぞれに接した層
の膜厚により、発光取り出し効率が高くなるように１／４波長の奇数倍とされたことを特
徴とする発光装置である。
【００１４】
本発明の別の形態は、対向する第１の電極及び第２の電極間に、複数の発光層を積層した
積層型発光素子と、第１の電極及び第２の電極間に、単数の発光層を有する単層型発光素
子と、を有し、積層型発光素子において、複数の発光層と、第１の電極とのそれぞれの距
離は、発光層と第１の電極間に設けられた層の膜厚により、発光取り出し効率が高くなる
ように１／４波長の奇数倍とされたことを特徴とする発光装置である。
【００１５】
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本発明の別の形態は、対向する第１の電極及び第２の電極間に、複数の発光層を積層した
積層型発光素子と、第１の電極及び第２の電極間に、単数の発光層を有する単層型発光素
子と、を有し、積層型発光素子が有する複数の発光層からの発光色はそれぞれ異なり、積
層型発光素子において、複数の発光層と、第１の電極とのそれぞれの光学的距離は、発光
層と第１の電極間に設けられ、且つ複数の発光層それぞれに接した層の膜厚により、発光
取り出し効率が高くなるように１／４波長の奇数倍とされたことを特徴とする発光装置で
ある。
【００１６】
本発明は発光取り出し効率が高くなるように制御する層に導電性の高い材料を用い、当該
第１の層１１１の膜厚を制御して、反射電極と発光層との距離を１／４波長の奇数倍とす
ることを特徴とする。上記特許文献１と比べると、本発明の発光素子は、光学的距離を設
定する膜に、導電性の高い材料を用いるため、駆動電圧を低くすることができる。
【００１７】
本発明において、発光層は三重項励起状態からの発光を呈する物質、又は一重項励起状態
からの発光を呈する物質を有することができる。そのため、積層された発光層は三重項励
起状態からの発光と、一重項励起状態からの発光とが組み合わされた発光を得ることがで
きる。勿論、積層された発光層から、三重項励起状態からの発光のみ、又は一重項励起状
態からの発光のみを得ることもできる。
【００１８】
なお、このように積層された発光層を有する発光素子を、自然数ｎを用いて、電極間にｎ
個の発光層を有する発光素子と表すこともできる。
【発明の効果】
【００１９】
本発明により、単層の発光層からなる発光素子と比べて、同じ電流を供給した場合に得ら
れる輝度を高めることができる。すなわち、同じ輝度を得るための電極間に流れる電流を
低くすることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
以下に、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。但し、本発明は多くの異なる態
様で実施することが可能であり、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形
態及び詳細を様々に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って、本実施
の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、実施の形態を説明するため
の全図において、同一部分又は同様な機能を有する部分には同一の符号を付し、その繰り
返しの説明は省略する。
【００２１】
　（実施の形態１）
本実施の形態では、複数の発光ユニットが積層された発光素子の構造について説明する。
【００２２】
図１には、第１の電極１０１と、第２の電極１０２との間に、第１の発光ユニット１００
Ｂ、第２の発光ユニット１００Ｇ、第３の発光ユニット１００Ｒが順に積層された発光素
子を示す。何れの発光ユニットが、どの様な発光色を呈するかについて特に限定はないが
、本形態では、第１の発光ユニットが青色の発光を呈し、第２の発光ユニットが緑色の発
光を呈し、第３の発光ユニットが赤色の発光を呈する場合について説明する。なお、積層
された発光ユニットとは、２以上の発光ユニットが積層された状態を指し、本実施の形態
では３つの発光ユニットが積層された状態で説明するが、本発明はこれに限定されるもの
ではない。
【００２３】
図１に示す発光素子では、第１の電極１０１を反射性の高い材料で形成し、第２の電極１
０２を透光性の高い材料で形成し、第２の電極１０２から光を取り出す。各発光ユニット
１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂは、それぞれ第１の層１１１Ｒ、１１１Ｇ、１１１Ｂ、第
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２の層１１２Ｒ、１１２Ｇ、１１２Ｂ、第３の層１１３Ｒ、１１３Ｇ、１１３Ｂを有する
。
【００２４】
このような発光素子において、発光層を有する層として第２の層１１２（１１２Ｂ，１１
２Ｇ，１１２Ｒ）を用いる場合、各発光素子の第２の層１１２と第１の電極１０１との距
離を、第１の層１１１（１１１Ｂ，１１１Ｇ，１１１Ｒ）の膜厚によって１／４波長の奇
数倍とすることを特徴とする。すなわち、発光層と、第１の電極１０１との距離を、その
間に設けられた層の厚みによって１／４波長の奇数倍とすることを特徴とする。そのため
、発光ユニットごとに第１の層１１１Ｒ、１１１Ｇ、１１１Ｂの膜厚が異なる。
【００２５】
発光ユニットを積層しているため、発光取り出し効率を高めるために各発光層と第１の電
極１０１との距離はそれぞれ異なる。そのため、各発光層と第１の電極１０１との間に設
けられた第１の層１１１の厚みをそれぞれ制御した発光素子を提供する。その結果、発光
取り出し効率が高い状態を提供する。
【００２６】
このように発光ユニットを積層することにより、発光効率を高めることができるため、流
す電流量を低く維持することができ、発光素子の寿命を向上させることができる。
【００２７】
なお本実施の形態では、すべての第１の層１１１Ｒ、１１１Ｇ、１１１Ｂの膜厚を制御し
た形態を示すが、本発明は積層された発光ユニットが有する第１の層１１１のいずれか一
つの膜厚を制御すればよい。いずれか一つの第１の層１１１を制御することによって、発
光取り出し効率が高い状態を提供でき、流す電流量を低く維持する効果を奏することがで
きるからである。
【００２８】
なお本発明において、積層された発光層は異色の発光を呈する層を有する必要はない。す
なわち本発明は、同色の発光を呈する層を積層してもよい。同色の発光を呈する層を積層
しても、発光効率が高い状態を提供でき、流す電流量を低く維持する効果を奏することが
できるからである。
【００２９】
また本発明では、第１の層１１１に導電性の高い材料を用い、当該第１の層１１１の膜厚
を制御するため、特許文献１等に記載される従来の素子と比較して、駆動電圧を低くする
ことができる。
【００３０】
第１の層１１１乃至第３の層１１３（１１３Ｂ，１１３Ｇ，１１３Ｒ）は、スパッタリン
グ法や蒸着法等を用いて形成することができる。
【００３１】
次に電極について説明する。第１の電極１０１は反射性を有する材料から形成し、第２の
電極１０２は透光性を有する材料で形成する。なお透光性を有するためには、非透光性を
有する材料を非常に薄く形成することによって、得ることもできる。
【００３２】
第１の電極１０１の材料は、チタン（Ｔｉ）、アルミニウム（Ａｌ）、金（Ａｕ）、白金
（Ｐｔ）、ニッケル（Ｎｉ）、タングステン（Ｗ）、クロム（Ｃｒ）、モリブデン（Ｍｏ
）、鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、銅（Ｃｕ）、若しくはパラジウム（Ｐｄ）等の金属
材料を用いることができ、上記金属材料の単層、又は積層を用いることができる。なお、
第１の電極１０１は、例えばスパッタ法や蒸着法等を用いて形成することができる。
【００３３】
また、第２の電極１０２の材料は、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、酸化珪素を含むイン
ジウム錫酸化物、２～２０％の酸化亜鉛を含む酸化インジウム等の透光性材料を用いるこ
とができる。その他、金（Ａｕ）、白金（Ｐｔ）、ニッケル（Ｎｉ）、タングステン（Ｗ
）、クロム（Ｃｒ）、モリブデン（Ｍｏ）、鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、銅（Ｃｕ）
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、若しくはパラジウム（Ｐｄ）等の非透光性を有する金属材料であって、透光性を有する
程度に薄膜化して用いることができる。また第２の電極１０２は、上記金属材料の単層、
又は積層を用いることができる。積層構造を用いる場合、上記非透光性を有する金属材料
を薄膜化し、その上に透光性材料を積層する構成を用いることもできる。第２の電極１０
２を薄く形成することにより、抵抗が高くなることを防止するため、補助配線を設けるこ
ともできる。
【００３４】
なお第１の電極１０１又は第２の電極１０２は、発光素子に印加する電圧によって、それ
ぞれ陽極又は陰極となり得る。陽極となる場合は、仕事関数の大きい（仕事関数４．０ｅ
Ｖ以上）材料とし、陰極となる場合は、仕事関数の小さい（仕事関数３．８ｅＶ以下）材
料とすることが好ましい。
【００３５】
第１の電極１０１、又は第２の電極１０２は、スパッタリング法や蒸着法等を用いて形成
することができる。なお蒸着法を用いる場合、第１の電極１０１、第１の層１１１乃至第
３の層１１３、第２の電極１０２を、大気解放することなく連続して形成することが可能
となる。このように大気解放することなく連続して発光素子を形成することにより、界面
等への不純物混入を低減することができる。
【００３６】
このような本発明の発光素子は、各発光層と第１の電極１０１との間に設けられた第１の
層１１１の厚みを制御し、発光取り出し効率が高い状態を得ることができる。さらに本発
明は発光ユニットを積層することにより、同じ電流密度における発光効率を高めることが
できるため、電流密度を低く維持することができ、発光素子の寿命を向上させることがで
きる。
【００３７】
以上のように、積層された発光ユニットを有する発光装置は、鮮明な、画質の優れた映像
を表示でき、低消費電力を図ることができる。
【００３８】
　（実施の形態２）
本実施の形態では、上記実施の形態とは異なる発光素子の構造について説明する。
【００３９】
本発明は、基板上に形成されたすべての発光素子に、発光層が積層された発光素子を適用
する必要はない。少なくとも一つの発光素子中に発光層を積層し、発光層と第１の電極１
０１との距離を第１の層１１１により１／４波長の奇数倍とすることで、発光取り出し効
率が高い状態を得、同じ電流密度における発光効率を高めることができ、電流密度を低く
維持することができるからである。電流密度を低く維持する結果、発光素子の寿命を向上
させることができる。そこで本実施の形態では、少なくとも一つの発光色を呈する発光素
子を、発光層が積層された発光素子とする場合を説明する。
【００４０】
図２には、同一基板上に形成された第１の発光ユニット１００Ｂ、第２の発光ユニット１
００Ｇ、第３の発光ユニット１００Ｒが設けられた状態を示す。何れの発光素子が、どの
様な発光色を呈するかについて特に限定はないが、本形態では、第１の発光素子が青色の
発光を呈し、第２の発光素子が緑色の発光を呈し、第３の発光素子が赤色の発光を呈する
場合について説明する。
【００４１】
青色の発光を呈する発光素子は２つの発光ユニット１００Ｂ（１）及び１００Ｂ（２）が
積層された発光素子とする。便宜上このように積層された発光素子を積層型発光素子と呼
ぶ。また赤色及び緑色の発光を呈する発光ユニット１００Ｒ、１００Ｇはそれぞれ発光層
が単層からなる発光素子とし、便宜上単層型発光素子と呼ぶ。
【００４２】
第１の電極１０１及び第２の電極１０２の構成は、上記実施の形態１と同様であるため説
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明を省略する。
【００４３】
このような積層型発光素子において、発光層と第１の電極１０１との距離を第１の層１１
１（１１１Ｂ（１），１１１Ｂ（２））により１／４波長の奇数倍とする。その結果、発
光取り出し効率が向上し、同じ発光輝度を選るのに必要な電流密度を低く維持することが
できる。電流密度を低く維持する結果、発光素子の寿命を向上させることができる。各発
光ユニットには第２の層１１２（１１２（１），１１２Ｂ（２））、第３の層１１３（１
１３Ｂ（１），１１３Ｂ（２））も含まれる。
【００４４】
このように積層型発光素子は、発光効率を高めることができるため、電流密度を低く維持
することができ、寿命を向上させることができる。そのため、劣化の生じやすい発光素子
に対して、選択的に積層型発光素子を適用すると望ましい。
【００４５】
なお単層型発光素子においても、第１の層１１１（１１１Ｇ，１１１Ｒ）により、発光層
と第１の電極１０１との距離を１／４波長の奇数倍とすることができる。その結果、発光
取り出し効率を高めることができる。各発光ユニットには第２の層１１２（１１２Ｇ，１
１２Ｒ）、第３の層１１３（１１３Ｇ，１１３Ｒ）も含まれる。
【００４６】
また積層型発光素子及び単層型発光素子において、第１の層１１１に導電性の高い材料を
用い、当該第１の層１１１の膜厚を制御するため、特許文献１等に記載される従来の素子
と比較して、駆動電圧を低くすることができる。
【００４７】
以上のように、少なくとも一つの発光色を呈する発光素子を積層型発光素子とする発光装
置は、鮮明な、画質の優れた映像を表示でき、低消費電力を図ることができる。
【００４８】
　（実施の形態３）
本実施の形態では、上記実施の形態とは異なる発光色を呈する発光素子に積層型発光素子
を適用する場合について説明する。
【００４９】
本発明では、第１の発光ユニット１００Ｂ以外の発光素子を積層型発光素子としてもよく
、例えば緑色の発光のように人間の眼に対する感度の高い発光色を呈する発光ユニット１
００Ｇを単層とした単層型発光素子を用い、赤色あるいは青色の発光を呈する発光ユニッ
ト１００Ｒ、１００Ｂが積層された積層型発光素子としてもよい。さらに全発光素子にお
いて積層型発光素子とし、緑色を呈する発光ユニット１００Ｇの積層数を、赤色あるいは
青色の発光を呈する発光ユニット１００Ｒ、１００Ｇの積層数よりも少なくする、つまり
一対の電極間に含まれる発光層の数を少なくなるように構成してもよい。
【００５０】
その他の構成は、上記実施の形態と同様であるため説明を省略する。
【００５１】
このような積層型発光素子において、発光層と第１の電極１０１との距離を第１の層１１
１により１／４波長の奇数倍とする。その結果、発光取り出し効率が向上し、同じ輝度を
得るために必要な電流密度を低く維持することができる。電流密度を低く維持する結果、
発光素子の寿命を向上させることができる。
【００５２】
なお単層型発光素子においても、第１の層１１１により、発光層と第１の電極１０１との
距離を１／４波長の奇数倍とすることができる。その結果、発光取り出し効率を高めるこ
とができる。
【００５３】
このように、人間の眼に対する感度の低い発光色を呈する発光素子と、人間の眼に対する
感度の高い発光色を呈する発光素子とで一対の電極間に設ける発光層の数を異ならせるこ
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とにより効率的に各色の輝度の調和をとることができる。
【００５４】
また積層型発光素子及び単層型発光素子において、第１の層１１１に導電性の高い材料を
用い、当該第１の層１１１の膜厚を制御するため、特許文献１等に記載される従来の素子
と比較して、駆動電圧を低くすることができる。
【００５５】
以上のように、少なくとも一つの発光色を呈する発光素子を積層型発光素子とする発光装
置は、鮮明な、画質の優れた映像を表示でき、低消費電力を図ることができる。
【００５６】
　（実施の形態４）
本実施の形態では、各発光ユニットの構造及び材料について説明する。
【００５７】
図３に示すように、単層型発光ユニットは、第１電極から順に、第１の層１１１、第２の
層１１２、第３の層１１３が積層されている。
【００５８】
このような発光ユニットを有する発光素子は、第２の電極の電位よりも第１の電極１０１
の電位が高くなるように電圧を印加すると、第１の層１１１から第２の層１１２へ正孔が
注入され、第３の層１１３から第２の層１１２へ電子が注入される。そして正孔と、電子
とが、第２の層１１２において再結合し、発光物質を励起状態にする。そして、励起状態
の発光物質は、基底状態に戻るときに発光する。
【００５９】
これら第１の層１１１から第３の層１１３の材料について説明する。
【００６０】
第１の層１１１は、正孔を発生する層である。このような機能は、正孔輸送性物質と、そ
の物質に対して電子受容性を示す物質とを含む層とにすることより奏することができる。
なお正孔輸送性物質に対して電子受容性を示す物質は、正孔輸送性物質に対して、モル比
が０．５～２（＝正孔輸送性物質に対して電子受容性を示す物質／正孔輸送性物質）と成
るように含まれていると好ましい。
【００６１】
正孔輸送性物質とは、電子よりも正孔の輸送性が高い物質であり、例えば、４，４’－ビ
ス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（略称：α－ＮＰＤ）、４
，４’－ビス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（略称：
ＴＰＤ）、４，４’，４’’－トリス（Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ）トリフェニルアミン
（略称：ＴＤＡＴＡ）、４，４’，４’’－トリス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－
フェニルアミノ］トリフェニルアミン（略称：ＭＴＤＡＴＡ）、４，４’－ビス［Ｎ－｛
４－（Ｎ，Ｎ－ジ－ｍ－トリルアミノ）フェニル｝－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（
略称：ＤＮＴＰＤ）等の芳香族アミン化合物や、フタロシアニン（略称：Ｈ２Ｐｃ）、銅
フタロシアニン（略称：ＣｕＰｃ）、バナジルフタロシアニン（略称：ＶＯＰｃ）等のフ
タロシアニン化合物等の有機化合物を用いることができる。なお、正孔輸送性物質は、こ
れらに限定されるものではない。
【００６２】
また、正孔輸送性物質に対して電子受容性を示す物質は、例えば周期表第４族乃至第１２
族のいずれかから選ばれた金属の酸化物（金属酸化物）を用いることができる。中でも、
周期表第４族乃至第８族のいずれかの金属酸化物は電子受容性の高いものが多く、特にバ
ナジウム酸化物、モリブデン酸化物、ニオブ酸化物、レニウム酸化物、タングステン酸化
物、ルテニウム酸化物、チタン酸化物、クロム酸化物、ジルコニウム酸化物、ハフニウム
酸化物、タンタル酸化物が好適である。酸化物以外であっても、上記金属の窒化物、酸化
窒化物を用いてもよい。なお正孔輸送性物質に対して電子受容性を示す物質は、これらに
限定されるものではなく、三塩化鉄（ＦｅＣｌ３）、三塩化アルミ（ＡｌＣｌ３）、７，
７，８，８－テトラシアノ－２，３，５，６－テトラフルオロ－キノジメタン（略称：Ｆ
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４ＴＣＮＱ）を用いてもよい。
【００６３】
このように第１の層１１１は、有機化合物からなる正孔輸送性物質と、上記金属酸化物か
らなる正孔輸送性物質に対して電子受容性を示す物質とが混在した層から形成する。なお
、混在した層とは、有機化合物と無機化合物とが混成された層、各々薄く積層された層が
含まれる。
【００６４】
このような有機化合物と、無機化合物とが混在した層を用いることによって、当該有機化
合物の結晶化を抑制することができ、抵抗の増加を伴わずに第１の層１１１を厚く形成す
ることが可能となる。さらに、有機化合物と、上記金属酸化物からなる正孔輸送性物質に
対して電子受容性を示す物質とが混在した層は導電性が高くなるため、抵抗の上昇を伴わ
ずに厚膜化を図ることができる。そのため、第１の電極１０１上にゴミや汚れ等に起因す
る凹凸がある場合であっても、第１の層１１１の厚膜化によりこの凹凸の影響をほとんど
受けない。従って、凹凸に起因する第１の電極１０１と、第２の電極１０２とのショート
等の不良を防止することができる。また第１の層１１１を厚膜化することにより、第１の
電極１０１と、第２の層１１２とを離すことができるので、金属に起因して発光が消光す
ることを防ぐこともできる。
【００６５】
なお第１の層１１１に、その他の有機化合物を含んでいてもよい。その他の有機化合物に
は、ルブレン等が挙げられる。ルブレンを加えることにより、信頼性を向上させることが
できる。
【００６６】
このような第１の層１１１は、蒸着法により形成することができる。第１の層１１１とし
て、複数の化合物が混在した層を形成する場合には共蒸着法を用いるとよい。共蒸着法は
、抵抗加熱蒸着同士による共蒸着法、電子ビーム蒸着同士による共蒸着法、抵抗加熱蒸着
と電子ビーム蒸着による共蒸着法がある。また、その他抵抗加熱蒸着とスパッタリング法
による成膜、電子ビーム蒸着とスパッタリングによる成膜など、同種、異種方法を組み合
わせて、第１の層１１１を形成してもよい。また、上記例は２種の材料を含む層を示して
いるが、３種以上の材料を含む場合も同様に、同種、異種方法を組み合わせて形成するこ
とができる。
【００６７】
次に、発光層を含む層である第２の層１１２について説明する。発光層を含む層とは、発
光層のみからなる単層であっても、発光層を含む多層でも構わない。具体的な多層の構造
は、発光層の他、電子輸送層、及び正孔輸送層のいずれから選ばれた層を含む。図３では
、第２の層１１２が正孔輸送層１２２、発光層１２３、電子輸送層１２４を含む多層の場
合を示す。
【００６８】
正孔輸送層１２２は、公知な材料から形成することができる。典型的な例としては、芳香
族アミン系化合物であり、例えば、４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニ
ル－アミノ］－ビフェニル（以下、α－ＮＰＤと示す）や、４，４’，４’’－トリス（
Ｎ，Ｎ－ジフェニル－アミノ）－トリフェニルアミン（以下、ＴＤＡＴＡと示す）、４，
４’，４’’－トリス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニル－アミノ］－トリフ
ェニルアミン（以下、ＭＴＤＡＴＡと示す）などのスターバースト型芳香族アミン化合物
が挙げられる。
【００６９】
発光層１２３は、発光物質が、発光物質の有するエネルギーギャップよりも大きいエネル
ギーギャップを有する物質からなる層中に、分散して含まれた層であることが好ましい。
なお、エネルギーギャップとはＬＵＭＯ準位とＨＯＭＯ準位との間のエネルギーギャップ
をいう。また発光物質は、発光効率が良好で、所望の発光波長の発光をし得る物質を用い
ればよい。
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【００７０】
発光物質を分散状態にするために用いる物質は、例えば、９，１０－ジ（２－ナフチル）
－２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＮＡ）等のアントラセン誘導体
、または４，４’－ビス（Ｎ－カルバゾリル）ビフェニル（略称：ＣＢＰ）等のカルバゾ
ール誘導体の他、ビス［２－（２－ヒドロキシフェニル）ピリジナト］亜鉛（略称：Ｚｎ
ｐｐ２）、ビス［２－（２－ヒドロキシフェニル）ベンゾオキサゾラト］亜鉛（略称：Ｚ
ｎＢＯＸ）等の金属錯体等を用いることができる。但し、発光物質を分散状態にするため
に用いる物質はこれらの材料に限定されない。発光物質を分散状態として有する発光層１
２３は、発光物質からの発光が、濃度に起因して消光してしまうことを防ぐことができる
。
【００７１】
次に発光層１２３の発光物質を示す。赤色の発光を得たいときには、４－ジシアノメチレ
ン－２－イソプロピル－６－［２－（１，１，７，７－テトラメチルジュロリジン－９－
イル）エテニル］－４Ｈ－ピラン（略称：ＤＣＪＴＩ）、４－ジシアノメチレン－２－メ
チル－６－［２－（１，１，７，７－テトラメチルジュロリジン－９－イル）エテニル］
－４Ｈ－ピラン（略称：ＤＣＪＴ）、４－ジシアノメチレン－２－ｔｅｒｔ－ブチル－６
－［２－（１，１，７，７－テトラメチルジュロリジン－９－イル）エテニル］－４Ｈ－
ピラン（略称：ＤＣＪＴＢ）やペリフランテン、２，５－ジシアノ－１，４－ビス［２－
（１０－メトキシ－１，１，７，７－テトラメチルジュロリジン－９－イル）エテニル］
ベンゼン等を用いることができる。但しこれらの材料に限定されず、６００ｎｍから６８
０ｎｍに発光スペクトルのピークを有する発光を呈する物質を用いることができる。
【００７２】
緑色の発光を得たいときは、Ｎ，Ｎ’－ジメチルキナクリドン（略称：ＤＭＱｄ）、クマ
リン６やクマリン５４５Ｔ、トリス（８－キノリノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｑ３

）等を用いることができる。但しこれらの材料に限定されず、５００ｎｍから５５０ｎｍ
に発光スペクトルのピークを有する発光を呈する物質を用いることができる。
【００７３】
青色の発光を得たいときは、９，１０－ジ（２－ナフチル）－２－ｔｅｒｔ－ブチルアン
トラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＮＡ）、９，９’－ビアントリル、９，１０－ジフェニルア
ントラセン（略称：ＤＰＡ）、９，１０－ビス（２－ナフチル）アントラセン（略称：Ｄ
ＮＡ）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）－４－フェニルフェノラト－ガリウム（
略称：ＢＧａｑ）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）－４－フェニルフェノラト－
アルミニウム（略称：ＢＡｌｑ）等を用いることができる。但しこれらの材料に限定され
ず、４２０ｎｍから５００ｎｍに発光スペクトルのピークを有する発光を呈する物質を用
いることができる。
【００７４】
このような発光物質を選択することにより、フルカラー表示の発光装置を作製することが
できる。
【００７５】
また白色の発光を得たいときは、例えば、第１の電極１０１側から順に、ＴＰＤ（芳香族
ジアミン）、３－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－５－（４－ビフェ
ニリル）－１，２，４－トリアゾール（略称：ＴＡＺ）、トリス（８－キノリノラト）ア
ルミニウム（略称：Ａｌｑ３）、赤色発光色素であるナイルレッドをドープしたＡｌｑ３

、そしてＡｌｑ３を蒸着法等により積層して形成する。
【００７６】
その他にも、第１の電極１０１側から順に、α－ＮＰＤ、ペリレンをドープしたα－ＮＰ
Ｄ、ＤＣＭ１をドープしたビス（２－メチル－８－キノリノラト）－４－フェニルフェノ
ラト－アルミニウム（略称：ＢＡｌｑ）、Ａｌｑ３を蒸着法等により積層してもよい。
【００７７】
また、３０ｗｔ％の２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）
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－１，３，４－オキサジアゾール（略称：ＰＢＤ）を電子輸送剤としてポリ（Ｎ－ビニル
カルバゾール）（略称：ＰＶＫ）に分散し、４種類の色素（ＴＰＢ、クマリン６、ＤＣＭ
１、ナイルレッド）を適当量分散することで白色の発光を得ることができる。
【００７８】
なお上記の赤色、青色、緑色、白色のいずれかの単色表示の発光装置を形成する場合であ
っても、カラーフィルターによって所望の発光を呈することができ、フルカラー表示を行
うこともできる。
【００７９】
このような発光層１２３として、有機化合物に金属酸化物を混在させた層を用いてもよい
。有機化合物と、金属酸化物とが混在した層を用いることによって、抵抗の増加を伴わず
に第２の層１１２を厚く形成することが可能となる。
【００８０】
次いで電子輸送層１２４について説明する。電子輸送層１２４とは、第２の電極１０２か
ら注入された電子を発光層１２３へ輸送する機能を有する層である。このように、電子輸
送層１２４を設け、第２の電極１０２と発光層１２３とをより離すことによって、発光が
金属に起因して消光することを防ぐことができる。
【００８１】
電子輸送層１２４は、正孔の移動度よりも電子の移動度が高い物質を用いて形成すること
が好ましい。また、電子輸送層１２４は、１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の電子移動度を有す
る物質を用いて形成することがより好ましい。また、電子輸送層１２４は、以上に述べた
物質からなる層を二以上組み合わせて形成した多層構造の層であってもよい。具体的な電
子輸送層の材料は、トリス（８－キノリノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｑ３）、トリ
ス（５－メチル－８－キノリノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｍｑ３）、ビス（１０－
ヒドロキシベンゾ［ｈ］－キノリナト）ベリリウム（略称：ＢｅＢｑ２）、先に述べたＢ
Ａｌｑなど、キノリン骨格またはベンゾキノリン骨格を有する金属錯体が好適である。
また、ビス［２－（２－ヒドロキシフェニル）－ベンゾオキサゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ
（ＢＯＸ）２）、ビス［２－（２－ヒドロキシフェニル）－ベンゾチアゾラト］亜鉛（略
称：Ｚｎ（ＢＴＺ）２）などのオキサゾール系、チアゾール系配位子を有する金属錯体も
ある。さらに、金属錯体以外にも、２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブ
チルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール（略称：ＰＢＤ）や、１，３－ビス［５
－（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール－２－イル］ベン
ゼン（略称：ＯＸＤ－７）、３－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－５
－（４－ビフェニリル）－１，２，４－トリアゾール（略称：ＴＡＺ）、３－（４－ｔｅ
ｒｔ－ブチルフェニル）－４－（４－エチルフェニル）－５－（４－ビフェニリル）－１
，２，４－トリアゾール（略称：ｐ－ＥｔＴＡＺ）、バソフェナントロリン（略称：ＢＰ
ｈｅｎ）、バソキュプロイン（略称：ＢＣＰ）なども用いることができる。
【００８２】
このような第２の層１１２は、単層構造であっても、積層構造であっても、蒸着法により
作製することができる。なお第２の層１１２を構成する層のうち、混在した層を形成する
場合には共蒸着法を用いることができる。共蒸着法は、抵抗加熱蒸着同士による共蒸着法
、電子ビーム蒸着同士による共蒸着法、抵抗加熱蒸着と電子ビーム蒸着による共蒸着法が
ある。また、その他抵抗加熱蒸着とスパッタリング法による成膜、電子ビーム蒸着とスパ
ッタリングによる成膜など、同種、異種方法を組み合わせて第２の層１１２を形成するこ
とができる。また、上記例は２種の材料を含む層を示しているが、３種以上の材料を含む
場合も同様に、同種、異種方法を組み合わせて形成することができることは、上述のとお
りである。
【００８３】
次いで電子を発生する層である第３の層１１３について説明する。このような第３の層１
１３は、例えば、電子輸送性物質と、その物質に対して電子供与性を示す物質とを含む層
が挙げられる。
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【００８４】
なお電子輸送性物質とは、正孔よりも電子の輸送性が高い物質であり、例えば、トリス（
８－キノリノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｑ３）、トリス（４－メチル－８－キノリ
ノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｍｑ３）、ビス（１０－ヒドロキシベンゾ［ｈ］－キ
ノリナト）ベリリウム（略称：ＢｅＢｑ２）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）－
４－フェニルフェノラト－アルミニウム（略称：ＢＡｌｑ）、ビス［２－（２－ヒドロキ
シフェニル）ベンゾオキサゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ（ＢＯＸ）２）、ビス［２－（２－
ヒドロキシフェニル）ベンゾチアゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ（ＢＴＺ）２）等の金属錯体
の他、２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３，４
－オキサジアゾール（略称：ＰＢＤ）、１，３－ビス［５－（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェ
ニル）－１，３，４－オキサジアゾール－２－イル］ベンゼン（略称：ＯＸＤ－７）、３
－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－５－（４－ビフェニリル）－１，
２，４－トリアゾール（略称：ＴＡＺ）、３－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－
（４－エチルフェニル）－５－（４－ビフェニリル）－１，２，４－トリアゾール（略称
：ｐ－ＥｔＴＡＺ）、バソフェナントロリン（略称：ＢＰｈｅｎ）、バソキュプロイン（
略称：ＢＣＰ）、４，４’　－ビス（５－メチル－ベンゾオキサゾール－２－イル）スチ
ルベン（略称：ＢｚＯｓ）等を用いることができる。また第３の層１１３は、ｎ型の半導
体を用いて形成することができる。但し、電子輸送性物質はこれらに限定されない。
【００８５】
また、電子輸送性物質に対して電子供与性を示す物質は、アルカリ金属およびアルカリ土
類金属の中から選ばれた物質、具体的にはリチウム（Ｌｉ）、カルシウム（Ｃａ）、ナト
リウム（Ｎａ）、カリウム（Ｋ）、マグネシウム（Ｍｇ）等を用いることができる。
【００８６】
また、アルカリ金属酸化物またはアルカリ土類金属酸化物、アルカリ金属窒化物、アルカ
リ土類金属窒化物等も電子輸送性物質に対して電子供与性を示すことができる。これらの
具体的な材料としては、リチウム酸化物（Ｌｉ２Ｏ）、カルシウム酸化物（ＣａＯ）、ナ
トリウム酸化物（Ｎａ２Ｏ）、カリウム酸化物（Ｋ２Ｏ）、マグネシウム酸化物（ＭｇＯ
）等である。同等の効果が期待される材料として、アルカリ金属の窒化物又はフッ化物、
アルカリ土類金属の窒化物又はフッ化物があり、具体的にはフッ化リチウム（ＬｉＦ）、
フッ化セシウム（ＣｓＦ）、フッ化カルシウム（ＣａＦ２）等が挙げられる。但し、電子
輸送物質に対して電子供与性を示す物質は、これらに限定されない。なお、電子輸送性物
質に対して電子供与性を示す物質は、電子輸送性物質に対して、モル比が０．５～２（＝
電子輸送性物質に対して電子供与性を示す物質／電子輸送性物質）と成るように含まれて
いることが好ましい。
【００８７】
また、第３の層１１３は、酸化亜鉛、硫化亜鉛、セレン化亜鉛、酸化スズ、酸化チタンの
ような物質からなる層であってもよい。
【００８８】
また第３の層１１３は、有機化合物からなる電子輸送性物質と、電子輸送性物質に対して
電子供与性を示す物質とが混在した層から形成すると、好ましい。このような有機化合物
と、無機化合物とが混在した層を用いることによって、第３の層１１３に用いる有機化合
物の結晶化を抑制することができ、抵抗の増加を伴わずに第３の層１１３を厚く形成する
ことが可能となるからである。さらに、有機化合物と、上記金属酸化物からなる電子輸送
性物質に対して電子供与性を示す物質とが混在した層は導電性が高くなるため、抵抗の増
加を伴わずに厚膜化を図ることができる。そのため、基板上にゴミや汚れ等に起因する凹
凸がある場合であっても、第３の層１１３の厚膜化により凹凸の影響をほとんど受けない
。従って、凹凸に起因する第１の電極１０１と、第２の電極１０２とのショート等の不良
を防止することができる。このように第３の層１１３を厚膜化することにより、第１の電
極１０１と、第２の層１１２とを離すことができるので、金属に起因して発光が消光する
ことを防ぐこともできる。
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【００８９】
電子輸送性物質に対して電子供与性を示す物質は、アルカリ金属およびアルカリ土類金属
の中から選ばれた物質、具体的にはリチウム（Ｌｉ）、カルシウム（Ｃａ）、ナトリウム
（Ｎａ）、カリウム（Ｋ）、マグネシウム（Ｍｇ）等から選ばれた金属の酸化物が挙げら
れる。具体的な金属酸化物としては、上記アルカリ金属の酸化物またはアルカリ土類金属
の酸化物が挙げられる。具体的には、リチウム酸化物（Ｌｉ２Ｏ）、カルシウム酸化物（
ＣａＯ）、ナトリウム酸化物（Ｎａ２Ｏ）、カリウム酸化物（Ｋ２Ｏ）、マグネシウム酸
化物（ＭｇＯ）等である。同等の効果が期待される材料として、アルカリ金属の窒化物又
はフッ化物、アルカリ土類金属の窒化物又はフッ化物があり、具体的にはフッ化リチウム
（ＬｉＦ）、フッ化セシウム（ＣｓＦ）、フッ化カルシウム（ＣａＦ２）等が挙げられる
。また同等の効果を得ることができれば、当該金属の酸化窒化物を用いてもよい。
【００９０】
このような第３の層１１３は、蒸着法により作製することができる。第３の層１１３とし
て、混在した層を形成する場合には共蒸着法を用いることができる。共蒸着法は、抵抗加
熱蒸着同士による共蒸着法、電子ビーム蒸着同士による共蒸着法、抵抗加熱蒸着と電子ビ
ーム蒸着による共蒸着法がある。また、その他抵抗加熱蒸着とスパッタリング法による成
膜、電子ビーム蒸着とスパッタリングによる成膜など、同種、異種方法を組み合わせて第
３の層１１３を形成することができる。また、上記例は２種の材料を含む層を示している
が、３種以上の材料を含む場合も同様に、同種、異種方法を組み合わせて形成することが
できることは、上述のとおりである。
【００９１】
なお積層型の発光ユニットを有する発光素子では、発光層間に設けられた第３の層１１３
は、いずれか一方の発光層にのみ励起エネルギーが移動してしまうことを阻止する層とし
ても機能する。このような第３の層１１３は、その下方に形成される発光層のイオン化ポ
テンシャルよりも大きいイオン化ポテンシャルを有すると共に、その上方に形成される発
光層のＬＵＭＯ準位よりも大きいＬＵＭＯ準位を有する層であることが好ましい。
【００９２】
第３の層１１３の厚さは１ｎｍ～３０ｎｍとなるように形成されていることが好ましい。
【００９３】
なお積層型の発光ユニットを有する発光素子では、各第１の層１１１、各第３の層１１３
にバイポーラ性の物質を用いてもよい。バイポーラ性の物質とは、電子または正孔のいず
れか一方のキャリアの移動度と他方のキャリアの移動度とを比較したときに、一方のキャ
リアの移動度に対する他方のキャリアの移動度の比の値が１００以下、好ましくは１０以
下である物質をいう。バイポーラ性の物質の中でも特に、正孔及び電子の移動度が１×１
０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の物質を用いることが好ましい。バイポーラ性の物質として、例
えば、２，３－ビス（４－ジフェニルアミノフェニル）キノキサリン（略称：ＴＰＡＱｎ
）、２，３－ビス｛４－［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］フェニル｝－ジ
ベンゾ［ｆ，ｈ］キノキサリン（略称：ＮＰＡＤｉＢｚＱｎ）等が挙げられる。また同一
のバイポーラ性の物質を用いて、各第１の層１１１、各第３の層１１３を形成しても構わ
ない。
【００９４】
なお、本発明は発光取り出し効率が高くなるように、各発光素子の第１の層１１１の膜厚
を１／４波長の奇数倍とすることを特徴としており、図３に示す発光ユニットを有する発
光素子構成に限定されるものではない。例えば図３では、第３の層１１３に接して形成さ
れた電子輸送層１２４設ける構成を示したが、電子輸送層１２４を有しない場合もある。
この場合、発光層１２３が第３の層１１３と接する構成となるため、当該発光層１２３に
は、発光物質を分散状態とするための物質を用いるとよい。同様に、正孔輸送層１２２を
有しない場合もあり得る。
【００９５】
また、Ａｌｑ３等のように分散状態としなくても発光することができる物質を発光層１２
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３に用いてもよい。Ａｌｑ３等は、キャリアの輸送性の良い発光物質であるため、分散状
態とすることなくＡｌｑ３のみからなる層を発光層１２３として機能させることができる
。
【００９６】
このような第１の層１１１から第３の層１１３の作製は、蒸着法等の同一方法により形成
することができる。そのため、大気解放することなく連続して形成することができる。こ
のように大気解放することなく連続して第１の層１１１から第３の層１１３を形成するこ
とにより、界面等への不純物混入を低減することができる。
【００９７】
次に、図３とは異なる発光ユニットの構造を図４に示す。
【００９８】
図４に示すように、本実施の形態に示す発光ユニットは、第１電極１０１から順に、第１
の層１１１、第２の層１１２、第３の層１１３、第４の層１２８が積層されており、第４
の層１２８を設けたことを特徴とする。第４の層１２８は、第１の層１１１と同様の材料
から形成することができ、その他の構成は、上述したとおりのため、説明を省略する。
【００９９】
このように第４の層１２８を設けると、第２の電極１０２を形成するときの各層へのダメ
ージを低減することができる。
【０１００】
そして積層された発光ユニットにおいて、発光取り出し効率が高くなるように、各発光ユ
ニットの第１の層１１１の膜厚を異ならせる。膜厚を異ならせる場合、第４の層１２８も
第１の層１１１と同様に、有機化合物と金属酸化物とが混在された層を用いるとよい。第
４の層１２８に混在された層を用いることにより、厚膜化しても駆動電圧が上昇せず好ま
しいためである。なお金属酸化物と同等の効果を得ることができれば、金属の窒化物であ
ってもよいし、酸化窒化物であってもよい。
【０１０１】
そして第４の層１２８を厚膜化することにより、第２の電極１０２を形成するときのダメ
ージの、さらなる低減を期待できる。
【０１０２】
また本発明は積層された発光ユニットにおいて、第１の層１１１、第４の層１２８に有機
化合物と、金属酸化物とが混在した層を用い、該層の膜厚により発光取り出し効率を高め
、さらには低駆動電圧化を達成した発光装置を提供することができる。また該層を厚くす
ることにより、発光層１２３と第１の電極１０１、又は発光層１２３と第２の電極１０２
とを離すことができるため、発光の消光を防止できる。そして発光ユニットを厚く形成す
ることができるので、電極間の短絡を防止でき、量産性を高めることができる。
【０１０３】
以上のような層を有する積層型の発光ユニットを有する発光素子を備えた発光装置は、鮮
明な、画質の優れた映像を表示でき、低消費電力を図ることができる。
【０１０４】
　（実施の形態５）
本実施の形態では、図５を用いて発光素子への電流の供給を制御するトランジスタ（駆動
用トランジスタ）がｐ型の薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）６１１の場合における、発光素子
６０３から発せられる光を第２の電極１０２側から取り出す上面出射型であって、３つ分
の画素の断面図について説明する。本実施の形態では、各ＲＧＢの発光を呈する発光ユニ
ット１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂを積層しているため、それぞれの色が混在し、白色と
して視認することができる。そのため、対向基板６１０に形成された各色カラーフィルタ
ー６１２Ｒ、６１２Ｇ、６１２Ｂにより、フルカラー表示を行う形態を示す。
【０１０５】
他に白色を呈する積層された発光素子は、赤色の発光が呈される発光ユニットと、青緑色
の発光が呈される発光ユニットとを積層する構成がある。それぞれの色が混合することに
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より、白色として視認することができる。このように、積層型発光素子が有する複数の発
光ユニットからの発光色はそれぞれ異なっていてもよく、各発光ユニットの発光層と電極
との光学的距離は決定される。
【０１０６】
図５に示すように、基板６００上にｐ型のＴＦＴ６１１を形成し、第１の電極１０１と、
ＴＦＴ６１１が電気的に接続されている。また第１の電極１０１上に、各ＲＧＢの発光を
呈する発光ユニットが積層され、第２の電極１０２が順に積層されている。なお発光素子
の構造は、上記実施の形態で示したように第１の層１１１から第３の層１１３を有し、ま
たさらに第４の層１２８からなる場合がある。
【０１０７】
ＴＦＴ６１１は、厚さが１０ｎｍ乃至２００ｎｍであって、島状に分離された半導体膜に
形成されたチャネル形成領域、不純物元素が添加されたソース領域、及びドレイン領域を
有している。半導体膜は、非晶質半導体膜、結晶性半導体膜、微結晶半導体膜のいずれを
用いてもよい。例えば、結晶性半導体膜の場合、非晶質半導体膜を形成し、加熱処理によ
り得られた結晶性半導体膜がある。なお加熱処理とは、加熱炉、レーザー照射、若しくは
レーザー光の代わりにランプから発する光の照射（以下、ランプアニールと表記する）、
又はそれらを組み合わせて用いた処理のことである。レーザー照射を用いる場合、連続発
振型のレーザー（ＣＷレーザー）又はパルス発振型のレーザー（パルスレーザー）を用い
ることができ、さらにそれらを併せて用いてもよい。例えば連続発振の基本波のレーザー
光と、連続発振の高調波のレーザー光とを照射するようにしてもよいし、連続発振の基本
波のレーザー光と、パルス発振の高調波のレーザー光とを照射するようにしてもよい。複
数のレーザー光を照射することにより、エネルギーを補うことができる。
【０１０８】
さらにレーザー照射では、レーザーの入射角を半導体膜に対してθ（０°＜θ＜９０°）
となるようにしてもよい。その結果、レーザーの干渉を防止することができる。
【０１０９】
またパルス発振型のレーザーであって、半導体膜がレーザー光によって溶融してから固化
するまでに、次のパルスのレーザー光を照射できるような発振周波数でレーザー光を発振
させることで、走査方向に向かって連続的に成長した結晶粒を得ることができるレーザー
を用いてもよい。このようなレーザーは、パルス発振の周期が、半導体膜が溶融してから
完全に固化するまでの時間よりも短くなるように、周波数の下限を定めたパルスビームを
用いる。実際に用いることができるパルスビームの発振周波数は１０ＭＨｚ以上であって
、通常用いられている数十Ｈｚ～数百Ｈｚの周波数帯よりも著しく高い周波数帯を使用す
る。
【０１１０】
その他の加熱処理による結晶化手段として、加熱炉を用いる場合、非晶質半導体膜を５０
０～５５０℃で２～２０時間かけて加熱する方法がある。このとき、徐々に高温となるよ
うに温度を５００～５５０℃の範囲で多段階に設定するとよい。最初の低温加熱工程によ
り、半導体膜の水素等が出てくるため、結晶化の際の膜荒れを低減し、さらにダングリン
グボンドの終端を行うことができる。さらに、結晶化を促進させる金属元素、例えばＮｉ
を非晶質半導体膜上に形成すると、加熱温度を低減することができ好ましい。このような
金属元素を用いた結晶化であっても、６００～９５０℃に加熱しても構わない。
【０１１１】
但し、金属元素を形成する場合、半導体素子の電気特性に悪影響を及ぼすことが懸念され
るので、該金属元素を低減又は除去するためのゲッタリング工程を施す必要が生じる。例
えば、非晶質半導体膜をゲッタリングシンクとして金属元素を捕獲するよう工程を行えば
よい。
【０１１２】
さらにＴＦＴ６１１は、該半導体膜を覆うゲート絶縁膜、ゲート電極を有し、該ゲート電
極上には水素を含む絶縁膜が設けられていてもよい。該水素によって、結晶性半導体膜中
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のダングリングボンドを終端することができる。
【０１１３】
ＴＦＴ６１１のソース領域及びドレイン領域は、高濃度不純物領域のみを有するシングル
ドレイン構造とする。またＴＦＴ６１１は、半導体膜のソース領域及びドレイン領域は、
低濃度不純物領域、及び高濃度不純物領域を有するＬＤＤ（低濃度ドレイン）構造として
もよい。なお低濃度不純物領域がゲート電極と重なったＧＯＬＤ構造としてもよい。
【０１１４】
ＴＦＴ６１１は層間絶縁膜６０７で覆われており、層間絶縁膜６０７上には開口部を有す
る絶縁膜６０８が形成されている。なお本実施の形態において、層間絶縁膜６０７及び絶
縁膜６０８を有する構成に限定されず、層間絶縁膜６０７のみが設けられた構成であって
もよい。層間絶縁膜６０７は、単層構造であっても、積層構造であってもよく、無機材料
、又は有機材料、若しくは無機材料と有機材料との積層構造から形成することができる。
有機材料を用いると、平坦性を高めることができる。有機材料としては、ポリイミド、ア
クリル、ポリアミド、ポリイミドアミド、レジスト又はベンゾシクロブテンを用いること
ができる。層間絶縁膜６０７は、シロキサン、ポリシラザンを用いることができる。シロ
キサンとは、シロキサン系材料を出発材料として形成されたＳｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を含む絶
縁膜である。またポリシラザンとは、珪素（Ｓｉ）と窒素（Ｎ）の結合を有するポリマー
材料を含む液体材料を出発原料として形成される絶縁膜である。本実施の形態では、層間
絶縁膜６０７を無機材料から形成した構成を示す。
【０１１５】
絶縁膜６０８の開口部において、第１の電極１０１が一部露出しており、該開口部におい
て第１の電極１０１、発光ユニット１００Ｂ、１００Ｇ、１００Ｒ、第２の電極１０２が
順に積層された積層型発光素子を形成している。
【０１１６】
各発光ユニット１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂにおいては、各発光層１２３からの発光取
り出し効率が高くなるように、それぞれの第１の層１１１の膜厚が１／４波長の奇数倍と
されている。そして第１の層１１１には、有機化合物と、金属酸化物とが混在する層を用
い、厚膜化による駆動電圧の上昇を防止する。
【０１１７】
また各発光素子は、発光層１２３を有する第２の層１１２の他に、正孔輸送性物質を有す
る第１の層１１１、電子輸送性物質を有する第３の層１１３等を有していることは上述の
通りである。
【０１１８】
本実施の形態では、ＴＦＴ６１１がｐチャネル型のため、第１の電極１０１を陽極とし、
第１の電極１０１から正孔輸送性物質を有する第１の層１１１、発光層１２３を有する第
２の層１１２、電子輸送性物質を有する第３の層１１３の順に積層する。なおＴＦＴ６１
１がｎ型の場合、第１の電極１０１を陰極とすると好ましく、第１の電極１０１から、電
子輸送性物質を有する第３の層１１３、発光層１２３を有する第２の層１１２、正孔輸送
性物質を有する第１の層１１１の順に積層する。
【０１１９】
本実施の形態では、上面出射型であるため、第１の電極１０１は反射性（つまり非透光性
）を有し、第２の電極１０２は透光性を有する材料から形成する。これら材料は、上記実
施の形態を参照することができる。
【０１２０】
図５に示した画素の場合、発光素子６０３から発せられる光を、矢印で示すように第２の
電極１０２側から取り出すことができ、カラーフィルター６１２Ｒ、６１２Ｇ、６１２Ｂ
によりフルカラー表示を行うことができる。
【０１２１】
このような本発明により、単層の白色材料を用いた発光素子と比較して、各ＲＧＢの発光
波長が重なった広範囲な白色発光を得ることができる。また各ＲＧＢの発光ユニットにお
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いて、発光取り出し効率が大きくなるように第１の層１１１の膜厚を１／４波長の奇数倍
とする。そのため、各ＲＧＢによって、第１の層１１１の膜厚が異なり、特に厚くする必
要がある第１の層１１１には有機化合物と、金属酸化物とが混在した層を用いると好まし
い。厚膜化した場合であっても、駆動電圧の上昇を防止できるからである。
【０１２２】
なお本実施の形態において、ＴＦＴ６１１をｎ型とすることができる。その場合、第１の
電極１０１を陰極とし第１の電極１０１から順に、電子輸送性物質を有する第３の層１１
３、発光層１２３を有する第２の層１１２、正孔輸送性物質を有する第１の層１１１の順
に積層するとよい。
【０１２３】
　（実施の形態６）
本実施の形態では、ＴＦＴ６１１がｐ型で、発光素子６０３から発せられる光を第１の電
極１０１側から取り出す下面出射型であって、基板６００に形成された各色カラーフィル
ター６１２Ｒ、６１２Ｇ、６１２Ｂにより、フルカラー表示を行う形態を示す。
【０１２４】
図６では、発光素子６０３の第１の電極１０１と、ＴＦＴ６１１が電気的に接続されてい
る。また第１の電極１０１上に各発光ユニット１００Ｂ、１００Ｇ、１００Ｒが積層され
、第２の電極１０２が順に積層されている。
【０１２５】
ＴＦＴ６１１は、上記実施の形態と同様に形成することができる。なお本実施の形態にお
いても、層間絶縁膜６０７及び絶縁膜６０８を有する構成に限定されず、層間絶縁膜６０
７のみが設けられた構成であってもよい。また下面出射型であるため、第１の電極１０１
は透光性を有し、第２の電極１０２は反射性を有する。これら材料は、上記実施の形態を
参照することができる。そして、光の出射側である第１の電極１０１側となる基板６００
に、各色カラーフィルター６１２Ｒ、６１２Ｇ、６１２Ｂが設けられている。なおカラー
フィルター６１２Ｒ、６１２Ｇ、６１２Ｂは、基板６００に設ける必要はなく、光の出射
方向であればよい。例えば、層間絶縁膜６０７と同じ層に設けることができる。
【０１２６】
積層された発光素子６０３も、上記実施の形態と同様に形成することができる。すなわち
各発光ユニット１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂにおいては、各発光層１２３からの発光取
り出し効率が高くなるように、それぞれの第３の層１１３の膜厚を１／４波長の奇数倍と
する。そして第３の層１１３には、有機化合物と、金属酸化物とが混在する層を用い、厚
膜化による駆動電圧の上昇を防止する。第３の層１１３の具体的な材料としては、リチウ
ム酸化物（Ｌｉ２Ｏ）、カルシウム酸化物（ＣａＯ）、ナトリウム酸化物（Ｎａ２Ｏ）、
カリウム酸化物（Ｋ２Ｏ）、マグネシウム酸化物（ＭｇＯ）等である。同等の効果が期待
される材料として、アルカリ金属の窒化物又はフッ化物、アルカリ土類金属の窒化物又は
フッ化物があり、具体的にはフッ化リチウム（ＬｉＦ）、フッ化セシウム（ＣｓＦ）、フ
ッ化カルシウム（ＣａＦ２）等が挙げられる。
【０１２７】
図６に示した画素の場合、発光素子６０３から発せられる光を、矢印で示すように第１の
電極１０１側から取り出すことができ、カラーフィルター６１２Ｒ、６１２Ｇ、６１２Ｂ
によりフルカラー表示を行うことができる。
【０１２８】
このような本発明により、単層の白色材料を用いた発光素子と比較して、各ＲＧＢの発光
波長が重なった広範囲な白色発光を得ることができる。また各ＲＧＢの発光ユニットにお
いて、発光取り出し効率が大きくなるように第３の層１１３の膜厚を１／４波長の奇数倍
とする。そのため、各ＲＧＢによって、第３の層１１３の膜厚が異なり、特に厚くする必
要がある第３の層１１３には有機化合物と、金属酸化物とが混在した層を用いるとよい。
厚膜化した場合であっても、駆動電圧の上昇を防止できるからである。
【０１２９】



(18) JP 4939809 B2 2012.5.30

10

20

30

40

50

なお本実施の形態において、ＴＦＴ６１１をｎ型とする場合、第１の電極１０１を陰極と
する。そのため第１の電極１０１から順に、電子輸送性物質を有する第３の層１１３、発
光層１２３を有する第２の層１１２、正孔輸送性物質を有する第１の層１１１の順に積層
するとよい。
【０１３０】
　（実施の形態７）
本実施の形態では、各発光ユニット１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂに各発光色を呈する発
光材料を用い、カラーフィルターを用いることなくフルカラー表示を行う場合を説明する
。
【０１３１】
図７に示すように、ＴＦＴ６１１がｐ型で、発光素子６０３から発せられる光を第２の電
極１０２側から取り出す上面出射型の発光装置を説明する。基板６００上にＴＦＴ６１１
、各発光ユニット１００Ｒ、１００Ｇ、１００Ｂを設ける。このとき、青色（Ｂ）は積層
型発光素子、つまり積層された発光ユニット１００Ｂとし、赤色（Ｒ）及び緑色（Ｇ）は
単層型発光素子、つまり単層の発光ユニット１００Ｒ、１００Ｂとする。そして発光取り
出し効率を高めるため、各発光ユニットの第１の層１１１の膜厚を１／４波長の奇数倍と
する。積層型発光素子では、発光ユニット毎に第１の層１１１の膜厚を１／４波長の奇数
倍とする。
【０１３２】
このように青色の発光ユニットを積層するのは、青色を発する発光素子はその他の色を発
する発光素子と比べて、寿命が短く、発光効率が低いからである。発光効率が低いため、
高い電圧で駆動することが要求され、劣化が生じやすい。このような発光素子を積層した
積層型発光素子とすることにより、同じ電流密度における発光効率を高めることができる
ため、印加する電流密度を低く維持することができ、寿命を向上させることができる。
【０１３３】
その他、ＴＦＴ６１１、層間絶縁膜６０７、絶縁膜６０８の構成は上記実施の形態と同様
であるため、説明を省略する。この場合、第１の電極１０１は反射性材料、第２の電極１
０２は透光性材料から形成する。
【０１３４】
図７に示すようにフルカラー表示を行う場合であっても、上記実施の形態で示したように
基板６００又は対向基板６１０にカラーフィルター６１２Ｒ、６１２Ｇ、６１２Ｂを設け
てもよい。カラーフィルターにより、発光スペクトルの幅を細くすることができ、きれい
な映像を提供することができる。
【０１３５】
なおＴＦＴ６１１はｎ型であってもよく、その場合第１の電極１０１を陰極とすると好ま
しい。そして第１の電極１０１から順に、電子輸送性物質を有する第３の層１１３、発光
層１２３を有する第２の層１１２、正孔輸送性物質を有する第１の層１１１を積層する。
【０１３６】
また積層型発光素子は、青色（Ｂ）以外の赤色（Ｒ）及び緑色（Ｇ）の発光素子に用いて
もよい。積層することにより、同じ電流密度における発光効率を高めることができるため
、電流密度を低く維持することができ、寿命を向上させることができる。
【０１３７】
　（実施の形態８）
本実施の形態では、対向基板６１０により封止された状態の発光装置において、外部回路
と接続可能な状態であるモジュールの形態について説明する。なお本実施の形態では、層
間絶縁膜６０７及び絶縁膜６０８を有する構成ではなく、層間絶縁膜６０７のみが設けら
れた構成を用いて説明する。このように層間絶縁膜６０７のみが設けられた構成であると
、工程数が削減されるため、量産性を高くすることができる。
【０１３８】
図８（Ａ）には、基板６００上に画素部７２０、画素部の周囲に第１の走査線駆動回路７



(19) JP 4939809 B2 2012.5.30

10

20

30

40

50

２１、第２の走査線駆動回路７２２、信号線駆動回路７２３が一体形成された発光装置を
示す。第１の走査線駆動回路７２１、第２の走査線駆動回路７２２、信号線駆動回路７２
３は、外部回路とフレキシブルプリントサーキット７１６を介して接続している。
【０１３９】
発光装置は、発光素子が直接大気に触れることがないように封止される。本実施の形態で
は、シール材７１２を用いて、基板６００と対向基板６１０を貼り合わせ、封止を行って
いる。
【０１４０】
図８（Ｂ）には、図８（Ａ）のＥ－Ｆの断面を示す。図８（Ｂ）をみると、封止した内部
７５１は中空状態となっており、ここに窒素ガス若しくは不活性ガス等の気体、又は樹脂
を充填させるとよい。発光素子の劣化の原因となる酸素や水分の侵入を防止することがで
きるからである。また外部回路から入力された信号がフレキシブルプリントサーキット７
１６を介して接続配線７０５から第１の走査線駆動回路７２１、第２の走査線駆動回路７
２２、信号線駆動回路７２３に入力され、当該駆動回路からの信号よって発光素子ごとに
発光・非発光を制御することができ、映像として映し出される。フレキシブルプリントサ
ーキット７１６と、接続配線７０５とは、異方性導電材料７１５により接続されている。
【０１４１】
そして基板６００と対向基板６１０とはシール材７１２で貼り合わせられているが、この
間隔を保持するために、スペーサー７５２が設けられている。スペーサー７５２は、ＴＦ
Ｔ６１１の層間絶縁膜６０７上に設けられているが、これに限定されない。またスペーサ
ー７５２は、柱状であっても球状であってもよい。
【０１４２】
発光素子６０３が単色発光を呈す、又はＲＧＢの発光を呈する場合において、対向基板６
１０にカラーフィルター６１２を設けてもよい。カラーフィルター６１２を設ける位置も
、対向基板６１０側でなく、基板６００側であってもよい。カラーフィルター６１２によ
り、きれいな映像を提供することができる。
【０１４３】
図８（Ｃ）にも、図８（Ａ）のＥ－Ｆの断面を示し、図８（Ｂ）とは基板６００と対向基
板６１０との貼り合わせにシール材７１２を用いず、樹脂７５３を用いた点が異なる。樹
脂７５３を用いて行うことにより、シール材７１２の形成不良をなくすことができる。こ
のような樹脂７５３には乾燥剤を添加してもよい。また出射方向に応じて、透光性を有す
る樹脂７５３を用いるとよい。
【０１４４】
本実施の形態において、基板上に画素部７２０のみが形成されて、第１の走査線駆動回路
７２１、第２の走査線駆動回路７２２、信号線駆動回路７２３がＴＡＢ方式により実装さ
れたり、画素部７２０とその周辺に第１の走査線駆動回路７２１、第２の走査線駆動回路
７２２、信号線駆動回路７２３がＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）方式により実装
されたり、画素部７２０と第１の走査線駆動回路７２１、第２の走査線駆動回路７２２を
基板６００上に一体形成し、信号線駆動回路７２３を別途ＩＣとして実装してもよい。本
発明の発光装置は、いずれの駆動回路の形態であってもその効果を奏することができる。
また駆動回路において、結晶性半導体膜からなるＴＦＴ、又は非晶質半導体膜からなるＴ
ＦＴを用いてもよい。例えば、第１の走査線駆動回路７２１、第２の走査線駆動回路７２
２は、信号線駆動回路７２３と比較して高速動作が要求されないため、非晶質半導体膜を
用いたＴＦＴを用いることができる。また信号線駆動回路７２３であっても、その一部の
回路、例えばバッファ回路には、非晶質半導体膜を用いたＴＦＴを用いることができる。
【０１４５】
　（実施の形態９）
本実施の形態では、上記実施の形態と異なる発光装置の形態を例示する。なお本実施の形
態では、層間絶縁膜６０７及び絶縁膜６０８を有する構成ではなく、層間絶縁膜６０７の
みが設けられた構成を用いて説明する。このように層間絶縁膜６０７のみが設けられた構
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成であると、工程数が削減されるため、量産性を高くすることができる。
【０１４６】
図１５（Ａ）には、図５に示すような上面出射型の発光装置と、図６に示すような下面出
射型の発光装置とを貼り合わせて、一つの発光装置とした形態を示す。この場合、下面出
射型の発光装置の対向基板として、上面出射型の発光装置の基板６００を用いることがで
きる。
【０１４７】
例えば、下面出射型の発光装置において発光素子６０３まで形成する。そして、シール材
７１２により、上面出射型の発光装置と、当該下面出射型の発光装置とを貼り合わせる。
このとき、上面出射型の発光装置は、対向基板６１０が張り合わされた状態であるとよい
。
【０１４８】
上記実施の形態と同様に、貼り合わせたことにより生じた空間には、窒素ガス若しくは不
活性ガス、又は樹脂を充填するとよい。例えば、樹脂として、エポキシ樹脂を用いること
ができる。エポキシ樹脂は接着性も有するため、接着強度を高めることができる。
【０１４９】
図１５（Ｂ）には、図５に示すような上面出射型の発光装置と、図６に示すような下面出
射型の発光装置とを貼り合わせて、一つの発光装置とした形態であって、走査線駆動回路
や信号線駆動回路７２３を共有する形態を示す。走査線駆動回路や信号線駆動回路７２３
を共有するとは、一方の発光装置の基板６００上に設けられた走査線駆動回路や信号線駆
動回路から、他方の発光装置に設けられた発光素子６０３へ信号を供給するよう配線する
。そのため、他方の発光装置は、基板６００上に画素部７２０のみが設けられた状態で、
貼り合わせることができる。
【０１５０】
上記実施の形態と同様に、貼り合わせたことにより生じた空間には、窒素ガス若しくは不
活性ガス、又は樹脂を充填するとよい。例えば、樹脂として、エポキシ樹脂を用いること
ができる。エポキシ樹脂は接着性も有するため、接着強度を高めることができる。
【０１５１】
また本発明を適用できる発光装置は、上面出射型の発光装置と、下面出射型の発光装置と
いった、異なる出射方向である発光装置に限定されず、同じ出射方向である発光装置同士
を貼り合わせてもよい。例えば、図６に示すような下面出射型の発光装置同士を貼り合わ
せて、一つの発光装置とすることができる。この場合、出射方向が同じであるため、下面
出射型の発光装置同士を向き合うように配置し、シール材７１２により貼り合わせ、外部
方向に光を出射する。同様に、図５に示すような上面出射型の発光装置同士を貼り合わせ
て、一つの発光装置とすることもできる。この場合、外部方向に光を出射するように基板
６００同士を貼り合わせればよい。
【０１５２】
下面出射型の発光装置を向き合うように貼り合わせる場合、図１５（Ｃ）に示すように対
向基板６１０を設けることなく貼り合わせることが可能である。その結果、発光装置を薄
型化することができる。例えば、下面出射型の発光装置において、発光素子６０３まで形
成する。そして、シール材７１２を用いて、他方の下面出射型の発光装置を貼り合わせる
。このように形成することにより、対向基板６１０を兼ねることができる。勿論、それぞ
れの下面出射型の発光装置において対向基板６１０が張り合わされた状態で、貼り合わせ
てもよい。
【０１５３】
上記実施の形態と同様に、貼り合わせたことにより生じた空間には、窒素ガス若しくは不
活性ガス、又は樹脂を充填するとよい。例えば、樹脂として、エポキシ樹脂を用いること
ができる。エポキシ樹脂は接着性も有するため、接着強度を高めることができる。
【０１５４】
本実施の形態は、上記実施の形態と自由に組み合わせることができる。例えば本実施の形
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態で示した発光装置に、図８（Ｃ）で示したシール材を用いずに樹脂７５３で封止する構
造を用いてもよい。
【０１５５】
このような発光装置により、表示装置の高付加価値化を図り、新たな用途を提供すること
ができる。
【０１５６】
　（実施の形態１０）
本実施の形態では、発光装置が有する画素の等価回路について、図９を用いて説明する。
【０１５７】
図９（Ａ）は、画素の等価回路の一例を示したものであり、信号線９１２、電源線９１５
、走査線９１０発光素子６０３、トランジスタ６１１、９１１、容量素子９０４を有する
画素の等価回路である。トランジスタにはＴＦＴを適用することができる。
【０１５８】
このような等価回路において、信号線９１２には信号線駆動回路から、映像信号が入力さ
れる。トランジスタ９１１は、スイッチング用トランジスタと呼び、走査線９１０に入力
される選択信号に従って、トランジスタ６１１のゲートへの、該映像信号の電位の供給を
制御することができる。トランジスタ６１１は、駆動用トランジスタと呼び、該映像信号
の電位に従って、発光素子６０３への電流の供給を制御することができる。供給される電
流に伴う発光素子の発光状態により、表示を行うことができる。容量素子９０４は、トラ
ンジスタ６１１のゲート・ソース間の電圧を保持することができる。
【０１５９】
図９（Ｂ）は、図９（Ａ）に示した画素の等価回路に、新たに走査線９１９、トランジス
タ９１８を設けた画素の等価回路である。
【０１６０】
トランジスタ９１８は、消去用トランジスタと呼び、トランジスタ６１１のゲートとソー
スを同電位とし、強制的に発光素子６０３に電流が流れない状態を作ることができる。そ
のため、時間階調表示において、全画素に映像信号が入力され終わる前に、映像信号を入
力することができ、デューティー比を高くすることができる。
【０１６１】
図９（Ｃ）に示すように、消去用トランジスタ９１８のかわりに、ダイオードとして機能
する素子（ダイオード素子）９３８を設けてもよい。その結果、消去用トランジスタ９１
８を用いる場合と同様に、強制的に発光素子６０３に電流が流れない状態を作ることがで
きる。
【０１６２】
動作方法としては、走査線９１０を選択して、トランジスタ９１１をオン状態とし、信号
線９１２から信号を容量素子９０４に入力する。すると、その信号に応じて、トランジス
タ６１１の電流が制御され、電源線９１５から発光素子６０３へ電流が流れ、発光する。
この発光素子６０３へ電流を流すための電圧が駆動電圧に相当する。
【０１６３】
信号を消去したい場合は、走査線９１９を選択して、ダイオード素子９３８をオン状態と
して、トランジスタ６１１へ電流が流れるようにする。その結果、駆動トランジスタ６１
１がオフ状態となる。すると、電源線９１５から発光素子６０３へ電流が流れないように
なる。その結果、非点灯期間を作ることができ、点灯期間の長さを自由に制御できるよう
になる。これにより、デューティー比を高くすることができる。
【０１６４】
なお、ダイオード素子９３８は、整流性がある素子であればよい。ＰＮ型ダイオードでも
よいし、ＰＩＮ型ダイオードでもよいし、ショットキー型ダイオードでもよいし、ツェナ
ー型ダイオードでもよい。また、トランジスタを用いて、ダイオード接続（ゲート電極と
高電位側電極とを接続）して、用いてもよい。図９（Ｃ）ではダイオード素子９３８に、
ダイオード接続（ゲート電極とドレイン電極が接続）したＮ型のトランジスタを用いてい
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るが、これに限定されず、Ｐ型を用いてもよい。Ｐ型のトランジスタを用いる場合、ゲー
ト電極とソース電極とを接続する。
【０１６５】
図９（Ｄ）は、図９（Ｂ）に示した画素の等価回路に、新たにトランジスタ９２５と、配
線９２６を設けた画素の等価回路である。トランジスタ９２５は、そのゲートの電位が、
配線９２６によって固定されている。そして、トランジスタ６１１とトランジスタ９２５
は、電源線９１５と発光素子６０３との間に直列に接続されている。よって図９（Ｄ）で
は、トランジスタ９２５により発光素子６０３に供給される電流の値が制御され、トラン
ジスタ６１１により発光素子６０３への該電流の供給の有無が制御できる。
【０１６６】
以上、図９（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）（Ｄ）に示した画素の等価回路は、デジタル方式で駆動さ
せることができる。デジタル方式で駆動させる場合、各駆動用トランジスタに多少の電気
特性ばらつきがあっても、スイッチング素子として使用するため、問題にならない。
【０１６７】
本発明の発光装置が有する画素の等価回路は、デジタル方式であっても、アナログ方式で
あっても駆動させることができる。例えば図１０に示す画素の等価回路は、信号線９１２
、電源線９１５、走査線９１０、発光素子６０３、トランジスタ９１１、９２０、９２１
、容量素子９０４を有する。図１０において、トランジスタ９２０、９２１はカレントミ
ラー回路を構成しており、ｐ型のトランジスタからなる。このような画素の等価回路では
、デジタル方式の場合、信号線９１２からデジタルビデオ信号が入力され、時間階調によ
り発光素子６０３に供給される電流の値が制御される。またアナログ方式の場合、信号線
９１２からアナログビデオ信号が入力され、その値に応じて発光素子６０３に供給される
電流の値が制御される。アナログ方式で駆動させる場合、低消費電力化を図ることができ
る。
【０１６８】
以上のような画素において、信号線９１２、電源線９１５、配線９２６には、信号線駆動
回路から信号が入力される。また走査線９１０、９１９には、走査線駆動回路から信号が
入力される。信号線駆動回路や走査線駆動回路は、単数、又は複数設けることができる。
例えば、画素部を介して第１の走査線駆動回路、第２の走査線駆動回路を設けることがで
きる。
【０１６９】
また図９（Ａ）に示す画素を用いても、図９（Ｂ）を用いて説明したように、強制的に発
光素子６０３に電流が流れない状態を作ることができる。例えば、第１の走査線駆動回路
により、発光素子６０３が点灯するタイミングで、トランジスタ９１１を選択し、第２の
走査線駆動回路により発光素子６０３へ強制的に電流が流れないような信号を走査線９１
０に供給する。強制的に電流が流れないような信号（Ｗｒｉｔｅ　Ｅｒａｓｅ　Ｓｉｇｎ
ａｌ）とは、発光素子６０３の第１の電極１０１と、第２の電極１０２とが同電位となる
ための電位を与える信号である。このように、駆動方法によっても、強制的に発光素子６
０３に電流が流れない状態を作ることができ、デューティー比を高めることができる。
【０１７０】
なお、図９（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）（Ｄ）図１０では、容量素子９０４を図示したが、トラン
ジスタのゲート容量や他の寄生容量で賄うことが可能な場合には、設けなくてもよい。
【０１７１】
このように本発明の発光装置が有する画素の等価回路は、多くの形態をとることができる
。
【０１７２】
　（実施の形態１１）
本実施の形態では、上記実施の形態と異なり、パッシブ型の発光装置について説明する。
【０１７３】
図１９に示すように、基板６００上に下地絶縁膜３１１が設けられ、電極となる第１の導
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電体３１２、第２の導電体３１３が積層されている。これら電極を制御することにより、
発光素子６０３に電流を供給し、表示を行うことができる。発光素子６０３はマトリクス
状に二次元的に配置され、それにより画像を表示する画面を構成する。
【０１７４】
電極を制御する信号は、異方性導電材料３２４、３２５を介して接続されたＩＣチップ３
２３によって作製される。またＩＣチップ３２３には、異方性導電材料７１５によって接
続されたフレキシブルプリントサーキット７１６を介して外部信号等が入力される。
【０１７５】
発光素子６０３の封止はパッシベーション膜７１３、封止材３１７及び対向基板６１０で
構成されている。パッシベーション膜７１３は窒化珪素膜など水蒸気を透過しにくい絶縁
膜で形成する。また、窒化珪素膜は近紫外域での光透過率が若干下がるので、それを改善
するために酸素を加えた窒化酸化珪素膜を用いても良い。その他に窒化アルミニウム、窒
化酸化アルミニウムをパッシベーション膜７１３に適用しても良い。対向基板６１０はガ
ラス、プラスチックなどの他に、ステンレス、アルミニウムなどの金属を用いても良い。
発光素子６０３の発光を対向基板６１０側から放射させる場合には、対向基板６１０は光
を透過するガラスやプラスチックを用いることが好ましい。プラスチックはアクリル、ポ
リエチレンテレフタレート（ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｔｅｒｅｐｈｔｈａｌａｔｅ　
：ＰＥＴ）などを用いることができ、平板状若しくはフィルム状のものを用いることがで
きる。対向基板６１０にプラスチックを用いる場合は、水蒸気などを遮断するガスバリア
膜や、表面の硬度を高めるハードコート膜を設けても良い。対向基板６１０とパッシベー
ション膜７１３との間に設ける封止材３１７は、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、フェノ
ール樹脂、ウレタン樹脂などの樹脂材料を用いる。封止材３１７は、対向基板６１０と基
板６００を固定すると共に、この両者の間隔を一定に保持している。そのために、封止材
３１７にスペーサーとなるシリカ粒子などを含ませておいても良い。このような構成によ
り、発光素子６０３の劣化の原因となる水分等の侵入を防止することができる。
【０１７６】
また発光素子６０３は、積層型発光素子であるため、発光効率を高めることができる。ま
た、発光層と反射電極間の距離を／４波長の奇数倍とすることで、発光取り出し効率を高
めることができる。そのため、流す電流量を低く維持することができ、発光素子の寿命を
向上させることができる。
【０１７７】
このようなパッシブ型の発光装置は、画素部における走査線と信号線との交差部に半導体
素子を設けない構成であるため、開口率を高めることができる。
【０１７８】
また対向基板６１０等にカラーフィルターを設けることによって、フルカラー表示を行う
ことができる。
【０１７９】
　（実施の形態１２）
本実施の形態では、本発明の発光装置を適用したテレビ受像機について説明する。
【０１８０】
図１１は本発明の発光装置と、回路基板８０２とを組み合わせたモジュールを示している
。回路基板８０２には、例えば、コントロール回路や信号分割回路などが設けられている
。発光装置は上記実施の形態により作製される。
【０１８１】
この発光装置には、発光素子が各画素に設けられた画素部７２０と、第１及び第２の走査
線駆動回路７２１、７２２、選択された画素にビデオ信号を供給する信号線駆動回路７２
３が備えられている。また、回路基板８０２から発光装置へは、フレキシブルプリントサ
ーキット７１６を介して信号が送られる。回路基板８０２にはコントロール回路８１４や
信号分割回路８１５が設けられている。
【０１８２】
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本発明の発光装置を実装して、低消費電力、高精細なテレビ受像機を完成させることがで
きる。
【０１８３】
図１２は、テレビ受像機の主要な構成を示すブロック図を示している。回路基板８０２に
形成される外部回路の構成として、図１２に示すように、映像信号の入力側では、チュー
ナ８１１で受信した信号のうち、映像信号を増幅する映像信号増幅回路８１２と、そこか
ら出力される信号を赤色、緑色、青色の各色に対応した色信号に変換する映像信号処理回
路８１３と、その映像信号をドライバＩＣの入力仕様に変換するためのコントロール回路
８１４などがある。コントロール回路８１４から、第１及び第２の走査線駆動回路７２１
、７２２と信号線駆動回路７２３にそれぞれ信号が出力される。デジタル駆動する場合に
は、信号線駆動回路７２３とコントロール回路８１４との間に信号分割回路８１５を設け
、入力デジタル信号をｍ個に分割して供給する構成とすることができる。
【０１８４】
チューナ８１１で受信した信号のうち、音声信号は、音声信号増幅回路８１６に送られ、
その出力は音声信号処理回路８１７を経てスピーカ８１８に供給される。制御回路８１９
は受信局（受信周波数）や音量の制御情報を入力部８２０から受け、チューナ８１１や音
声信号処理回路８１７に信号を送出する。
【０１８５】
このような外部回路を実装した発光装置を、図１３に示すように、筐体８３１に組みこん
で、テレビ受像機を完成させることができる。当該発光装置により表示画面８３２が形成
され、その他付属設備としてスピーカ８１８、操作スイッチ８３４などが適宜備えられて
いる。このように、本発明を適用してテレビ受像機を完成させることができる。
【０１８６】
このテレビ受像機は、発光装置を含んで構成されることにより、鮮明な、画質の優れた映
像を表示することができる。
【０１８７】
　（実施の形態１３）
本発明の発光装置を表示部に備えた電子機器として、テレビ受像機以外に、デジタルカメ
ラ、デジタルビデオカメラ等のカメラ、携帯電話装置（単に携帯電話機、携帯電話ともよ
ぶ）、ＰＤＡ等の携帯情報端末、携帯型ゲーム機、コンピュータ用のモニター、コンピュ
ータ、カーオーディオ等の音響再生装置、家庭用ゲーム機等の記録媒体を備えた画像再生
装置等が挙げられる。その具体例について、図１４を参照して説明する。
【０１８８】
図１４（Ａ）に示す携帯情報端末機器は、本体９２０１、表示部９２０２等を含んでいる
。表示部９２０２には、本発明の発光装置を適用することができる。その結果、鮮明な、
画質の優れた映像を表示でき、低消費電力化された携帯情報端末機器を提供することがで
きる。
【０１８９】
図１４（Ｂ）に示すデジタルビデオカメラは、表示部９７０１、表示部９７０２等を含ん
でいる。表示部９７０１には、本発明の発光装置を適用することができる。その結果、鮮
明な、画質の優れた映像を表示でき、低消費電力化されたデジタルビデオカメラを提供す
ることができる。
【０１９０】
図１４（Ｃ）に示す携帯電話機は、本体９１０１、表示部９１０２等を含んでいる。表示
部９１０２には、本発明の発光装置適用することができる。その結果、鮮明な、画質の優
れた映像を表示でき、低消費電力化された携帯電話機を提供することができる。
【０１９１】
図１４（Ｄ）に示す携帯型のテレビジョン装置は、本体９３０１、表示部９３０２等を含
んでいる。表示部９３０２には、本発明の発光装置を適用することができる。その結果、
鮮明な、画質の優れた映像を表示でき、低消費電力化された携帯型のテレビジョン装置を
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提供することができる。なお携帯型のテレビジョン装置としては、携帯電話機などの携帯
端末に搭載する小型のものから、持ち運びをすることができる中型のものまで、幅広く本
発明の発光装置を適用することができる。
【０１９２】
図１４（Ｅ）に示す携帯型のコンピュータは、本体９４０１、表示部９４０２等を含んで
いる。表示部９４０２には、本発明の発光装置を適用することができる。その結果、鮮明
な、画質の優れた映像を表示でき、低消費電力化された携帯型のコンピュータを提供する
ことができる。
【０１９３】
このような電子機器は、発光装置を含んで構成されることにより、鮮明な、画質の優れた
映像を表示でき、低消費電力化することができる。
【実施例】
【０１９４】
　（実施例１）
本実施例では、第１の電極１０１から順に、青色を呈する発光ユニット、緑色を呈する発
光ユニット、赤色を呈する発光ユニットが積層された素子構造を説明する。
【０１９５】
第１の電極１０１はアルミニウムを有し反射性の高い電極とし、第２の電極１０２は酸化
珪素を含むインジウム錫酸化物を用いて透光性の高い電極とした。
【０１９６】
青色を呈する発光ユニットは、第１の層１１１Ｂに酸化珪素を含むインジウム錫酸化物を
用い、第２の層１１２Ｂにα－ＮＰＤの蒸着層と、ｔ－ＢｕＤＮＡの蒸着層と、Ａｌｑ３

の蒸着層とが順に積層した層を用い、第３の層１１３ＢにＢｚＯｓとＬｉとの共蒸着層を
用いた。緑色を呈する発光ユニットは、第１の層１１１Ｇにα－ＮＰＤとモリブデン酸化
物とが混在した層（共蒸着法により形成されているため共蒸着層をもいう）を用い、第２
の層１１２Ｇにα－ＮＰＤの蒸着層と、Ａｌｑ３とクマリン６との共蒸着層と、Ａｌｑ３

の蒸着層とが順に積層した層を用い、第３の層１１３ＧにＢｚＯｓとＬｉとの共蒸着層を
用いた。Ａｌｑ３とクマリン６の質量比は１：０．００５となるようにした。
【０１９７】
赤色を呈する発光ユニットは、第１の層１１１Ｒに有機化合物としてα－ＮＰＤを用い、
α－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在した層（共蒸着法により形成されているため共蒸
着層をもいう）を用い、第２の層１１２Ｒにα－ＮＰＤの蒸着層と、Ａｌｑ３とルブレン
とＤＣＪＴＩとの共蒸着層とが順に積層した層を用い、第３の層１１３にＢｚＯｓとＬｉ
との共蒸着層を用いた。Ａｌｑ３、ルブレン、ＤＣＪＴＩの質量比は、１：１：０．０２
となるようにした。また各発光素子の第３の層１１３Ｒに用いたＢｚＯｓ、Ｌｉの質量比
は１：０．０１となるようにした。また第１の層１１１に用いたモリブデン酸化物、α－
ＮＰＤの質量比は１：０．２５となるようにした。
【０１９８】
このように、発光層と第１の電極１０１との距離を制御するための第１の層１１１Ｂには
、酸化珪素を含むインジウム錫酸化物を適用することができる。その場合、酸化珪素を含
むインジウム錫酸化物からなる第１の層１１１Ｂと、第２の層１１２Ｂとの間にはＤＮＴ
ＰＤ等の正孔注入性に優れた材料からなる層を設けるとよい。
【０１９９】
本実施例の発光素子は、緑色を呈する発光ユニット及び赤色を呈する発光ユニットにおい
て、発光層と第１の電極１０１との距離を制御するための層に、α－ＮＰＤに代表される
有機化合物と、モリブデン酸化物とが混在した層を用いることを特徴とする。このような
モリブデン酸化物と有機化合物とが混在した層を用いることで、厚くしても駆動電圧が上
昇しないことがわかっている。そのため、各発光層（ｔ－ＢｕＤＮＡを含む層、Ａｌｑ３

とクマリン６を含む層、Ａｌｑ３、ルブレン、ＤＣＪＴＩを含む層）、とアルミニウムか
らなる第１の電極１０１との距離を制御するために、積層された緑色及び赤色を呈する発



(26) JP 4939809 B2 2012.5.30

10

20

30

40

50

光ユニットにおいて、モリブデン酸化物と有機化合物とが混在した層を用いると、駆動電
圧を上昇させずに膜厚を厚くすることができ好適である。
【０２００】
　（実施例２）
本実施例では、発光層と第１の電極１０１との距離を制御するための第１の層１１１Ｂに
、酸化珪素を含むインジウム錫酸化物に代えて、α－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在
した層を用い、上記実施例と同様な材料を用いて、第１の電極１０１から順に、青色を呈
する発光ユニット、緑色を呈する発光ユニット、赤色を呈する発光ユニットを積層した素
子構造を説明する。
【０２０１】
本実施例の発光素子は、発光層と第１の電極１０１との距離を制御するための層に、α－
ＮＰＤを代表とする有機化合物と、モリブデン酸化物とが混在した層を用いることを特徴
とする。このようなモリブデン酸化物と有機化合物とが混在した層を用いることで、厚く
しても駆動電圧が高まらないことがわかっている。そのため、各発光層（ｔ－ＢｕＤＮＡ
を含む層、Ａｌｑ３とクマリン６を含む層、Ａｌｑ３、ルブレン、ＤＣＪＴＩを含む層）
、とアルミニウムからなる第１の電極１０１との距離を制御するために、積層されたすべ
ての発光ユニットにおいて、モリブデン酸化物と有機化合物とが混在した層を用いると、
膜厚を厚くすることができ好適である。
【０２０２】
　（実施例３）
本実施例では、シミュレーションにより、本発明の積層型発光素子、及び単層型発光素子
を用いて輝度の比較を行った。積層型発光素子は、図１８（Ａ）に示すように、第１の電
極１０１及び第２の電極１０２間に、緑色を呈する発光ユニット１００ａ及び１００ｂを
積層した構造を用いた。緑色を呈する発光ユニット１００ａ、１００ｂは、それぞれ第１
の層１１１ａ、１１１ｂ、第２の層１１２ａ、１１２ｂ、及び第３の層１１３ａ、１１３
ｂを有し、これら第１の層乃至第３の層の材料は上記実施例１と同様とし、第１の層１１
１ａには酸化珪素を含むインジウム錫酸化物からなる層を用い、第１の層１１１ｂにはα
－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在した層を用いた。なお第１の電極１０１にアルミニ
ウムを用い、第２の電極１０２として酸化珪素を含むインジウム錫酸化物を用いた。また
、第１の電極１０１の膜厚は１００ｎｍ、酸化珪素を含むインジウム錫酸化物からなる第
１の層１１１ａの膜厚は４０ｎｍ、α－ＮＰＤの蒸着層の膜厚は１０ｎｍ、Ａｌｑ３とク
マリン６との共蒸着層の膜厚は４０ｎｍ、Ａｌｑ３の蒸着層の膜厚は２０ｎｍ、ＢｚＯｓ
とＬｉとの共蒸着層の膜厚は２０ｎｍ、α－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在した第１
の層１１１ｂの膜厚は３０ｎｍ、第２の電極１０２の膜厚は１１０ｎｍとしてシミュレー
ションを行った。
【０２０３】
単層型発光素子は、図１８（Ｂ）に示すように、第１の電極１０１及び第２の電極１０２
間に緑色を呈する発光ユニット１００ａを有する構造を用いた。緑色を呈する発光ユニッ
ト１００ａは、第１の層１１１ａ、第２の層１１２ａ、第３の層１１３ａを有し、これら
第１の層乃至第３の層の材料は図１８（Ａ）に示すユニットと同様とし、第１の層１１１
ａには酸化珪素を含むインジウム錫酸化物からなる層を用いた。
【０２０４】
図１６には、図１８（Ａ）（Ｂ）に示す発光素子における、波長（ｎｍ）に対する輝度の
グラフを示す。素子Ａは、図１８（Ｂ）示した発光素子であって、第１の電極１０１と発
光層との距離を、第１の層１１１の膜厚により１／４波長の奇数倍としていない単層型発
光素子の結果である。素子Ｂは、図１８（Ａ）示した発光素子であって、第１の電極１０
１と発光層との距離を、第１の層１１１の膜厚により１／４波長の奇数倍とした積層型発
光素子の上側発光素子の結果である。素子Ｃは、図１８（Ａ）示した発光素子であって、
第１の電極１０１と発光層との距離を、第１の層１１１の膜厚により１／４波長の奇数倍
とした積層型発光素子の下側発光素子の結果である。素子Ｄは、素子Ｂと素子Ｃの発光を



(27) JP 4939809 B2 2012.5.30

10

20

30

40

合わせたものである。
【０２０５】
図１６において素子Ａと、素子Ｂ又はＣとを比較することにより、本発明の積層型発光素
子で、酸化珪素を含むインジウム錫酸化物からなる第１の層１１１ａ又はα－ＮＰＤとモ
リブデン酸化物とが混在した第１の層１１１ｂにより、第１の電極１０１と発光層との距
離を１／４波長の奇数倍とした場合、輝度が向上することがわかる。
【０２０６】
図１７には、図１８で示した第１の層１１１ａにα－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在
した層を用いてシミュレーションを行った結果である、波長（ｎｍ）に対する輝度のグラ
フを示す。すなわち素子ＡからＤの条件において、α－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混
在した層からなる第１の層１１１ａを有する点が図１６の場合と異なっている。素子Ａで
のα－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在した層からなる第１の層１１１ａの膜厚は３５
ｎｍであった。
【０２０７】
図１７において素子Ａと、素子Ｂ又はＣとを比較することにより、単層型発光素子を積層
型発光素子とし、α－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在した第１の層１１１ａ、１１１
ｂにより、第１の電極１０１と発光層との距離を１／４波長の奇数倍とした場合、輝度が
向上することがわかる。
【０２０８】
さらに図１７と図１６とを比較すると、α－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在した層か
らなる第１の層１１１ａを用いた発光素子の方が、発光輝度が高いことがわかる。さらに
α－ＮＰＤとモリブデン酸化物とが混在した第１の層１１１ａは、α－ＮＰＤのみの層と
比較して導電性が高く、厚膜化しても駆動電圧が上昇せず好ましい。
【図面の簡単な説明】
【０２０９】
【図１】本発明の発光素子を示す図である。
【図２】本発明の発光素子を示す図である。
【図３】本発明の発光素子を示す図である。
【図４】本発明の発光素子を示す図である。
【図５】本発明の発光装置を示す図である。
【図６】本発明の発光装置を示す図である。
【図７】本発明の発光装置を示す図である。
【図８】本発明の発光装置を示す図である。
【図９】本発明の発光装置の画素回路を示す図である。
【図１０】本発明の発光装置の画素回路を示す図である。
【図１１】本発明のテレビ受像機を示す図である。
【図１２】本発明のテレビ受像機のシステムを示す図である。
【図１３】本発明のテレビ受像機を示す図である。
【図１４】本発明の電子機器を示す図である。
【図１５】本発明の発光装置を示す図である。
【図１６】積層された発光素子の波長に対する輝度を示したグラフである。
【図１７】積層された発光素子の波長に対する輝度を示したグラフである。
【図１８】本実施例の発光素子を示す図である。
【図１９】本発明の発光装置を示す図である。
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